
Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

〇子育て世帯への臨時特別給付金の支給

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援するため、児童
手当（本則給付）を受給する世帯に給付金を支給し、家計を応援します。

４億6,178万円

～子育て世帯臨時特別給付金給付事業～ 財源区分：補助 国 10/10

10（こども支援課）

令和２年３月分もしくは

４月分の児童手当受給者

・本市が児童手当を支給している

受給者

・本市に居住している公務員で、

所属庁からの児童手当受給者

・児童手当の所得制限による特例

給付受給者は対象外

子育て世帯臨時特別給付金

給付対象

児童手当の支給対象児童
１人につき１万円

対象児童：約44,000人

当初予算額 50億947万円

・本市が児童手当を支給している世帯

児童手当の情報を活用し、申請を不要
として速やかな給付を実施します

５月中旬 対象者に給付案内を送付

６月10日 支給（口座振込）

※児童手当支給日と同日

本市が児童手当を支給している世帯

本市に居住している公務員の受給者

５月 所属庁による制度周知

６月 申請受付（公務員は申請が必要）

７月中 支給（口座振込）

給付額 給付方法

主な対象児童

・児童手当の支給対象児童

０歳～15歳（中学校修了前）

・令和２年３月に中学校を

卒業した児童

・令和２年３月31日までに

生まれた児童

新



ひとり親家庭に対する緊急支援

新型コロナウイルス感染症の影響により、特に経済的な影響を受けやすいひとり親家庭
世帯の生活を支援するため、児童扶養手当を受給する世帯を対象とした緊急的な支援とし
て給付金を支給します。

3,186万円

～児童扶養手当受給者に対する緊急支援給付金給付事業～ 財源区分：単独

11（こども支援課）

令和２年４月分の

児 童 扶 養 手 当 を

本市から受給する

受給者

ひとり親家庭緊急支援給付金

給付対象

児童扶養手当受給者

１人（１世帯）

につき１万円

対象者：約3,100人

・本市が児童手当を支給している世帯

児童扶養手当の情報を活用

し、申請を不要として速や

かな給付を実施します

５月中旬 対象者に給付案内を

送付

５月29日 支給（口座振込）

給付額 給付方法

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

新



Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

〇農産物の消費拡大と
子どもたちの栄養面を支援

2,117万円

～郡山産農産物等販売促進事業～ 財源区分：単独

12

拡

（園芸畜産振興課）

ひとり親家庭で児童扶養手当受給世帯の児童等や就学援助対象者に対して、「郡山産米
あさか舞10㎏」を贈呈し、子どもたちの栄養面を支援します。

〇対象 ６，０００人

【内訳】
ひとり親家庭で児童扶養手当受給世帯児童等 約4,600人

就学援助対象者（６歳～14歳） 約1,400人

〇配布内容

郡山産米あさか舞 10㎏引換券

（一人あたり 精米ひとめぼれ 10㎏）
※ＪＡ福島さくら農産物直売所等で引き換え

〇配布スケジュール

５月中旬 対象世帯へ順次、引換券を郵送
５月下旬 引換開始（～９月末まで）

対象者に対し、郡山市がＪＡ福島さく
ら農産物直売所「旬の庭」等で引き換
えることができる「郡山産米あさか舞
10㎏引換券」を送付する。(1) 休園、休校が続く子どもたちの栄養面の支援

(2) 家庭での昼食機会の増加による家計負担の軽減
(3) 学校給食の休止に伴うあさか舞の消費停滞の解消

効果



Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

№ 項目 内容

１ 給付対象者 基準日において、市の住民基本台帳に記録されている者
（郡山市：約322,000人）

２ 受給権者 給付対象者の属する世帯の世帯主（郡山市：約142,000世帯）

３ 基準日 令和２年４月27日

４ 給付額 世帯構成員１人につき10万円（郡山市総額：約322億円）

５ 申請方法 ①郵送申請方式
市から郵送された申請書に振込先口座情報を記入し、口座確認

書類及び本人確認書類とともに市へ郵送
②オンライン申請方式（マイナンバーカード所持者が利用可能）

マイナポータルから振込先口座を入力した上で、振込先口座の
確認書類をアップロードし、電子申請

６ 給付開始日 緊急経済対策の趣旨を踏まえ、可能な限り迅速な支給開始を目指
す。

７ 申請期限 郵送申請方式の申請受付開始日から３か月以内

国の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策により、感染拡大防止に留意しつつ、簡素
な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行う「特別定額給付金給付事業（１人につき10
万円）」を実施します。可能な限り迅速かつ的確な支給を進めます。

328億2,126万円

～特別定額給付金給付事業～ 財源区分：補助 国 10/10

（郡山市特別定額給付金プロジェクトチーム）

〇特別定額給付金給付事業の実施新

13



Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

〇新型コロナウイルス感染症の影響により
減収となった方の住居確保を支援

休業や就業機会の減少等により収入が減少し住居を喪失した方（喪失するおそれのある

方）に家賃相当分の給付金を支給し、住居の確保による生活の安定を支援します。

261万円

～生活困窮者自立支援事業費～ 財源区分：補助 国 3/4 

住居確保給付金事業 261万円

住居確保給付金の概要

14

拡

（保健福祉総務課）

◆自立相談支援事業(市)
｢自立支援相談窓口｣での生活の不
安や困りごとの包括的な相談支援

◆就労支援事業(市)
市役所ハローワークコーナーと連
携し就労相談支援員が就職に向け
た支援を実施

◆家計改善支援事業(市)
ファイナンシャルプランナーが家
計を｢見える化｣し、課題と改善策
をアドバイス

◆緊急小口資金貸付事業(市社会福
祉協議会)
休業や失業で緊急かつ一時的に生
計維持が困難となった場合に生活
費用を貸付け

【参考】様々な生活支援事業

〇対象

離職・廃業、または 休業等に伴う収入減少 により

住居を喪失した方（喪失するおそれのある方）

〇支給額

30,000円～47,000円（世帯人数に応じた額）

〇支給期間

３か月（最長９か月まで延長可能）

〇申請窓口

保健福祉総務課「生活困窮者自立支援相談窓口」

※主な支給要件
①離職・廃業の場合２年以内
②収入が一定額以下
③金融資産が一定額以下 など

今回、対象を
拡大した部分

他の事業と
合わせた
一体的支援
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手当等 ５月 ６月 ７月

住居確保給付金

児童扶養手当（年６回）
（小学生１名、全額給付
の場合）

郡山産あさか舞の配布

特別定額給付金
（１人につき10万円）

ひとり親家庭緊急支援給
付金

児童手当（年３回）

子育て世帯臨時特別給付
金

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

5/11 86,070円

5/29 １世帯につき１万円

7/10 86,320円

6/10 児童１人につき１万円

6/10 ４万円（小学生１名の場合）

申請後、随時支給 １人世帯 約３万円（上限）

給付金等の給付スケジュール

５月中旬から10kg引換券を郵送 ５月下旬引換開始

5/1からオンライン申請受付・審査・給付

5月下旬から郵送申請受付・審査・給付



〇中小企業・小規模事業者
応援プロジェクト

８億6,404万円

～中小企業融資制度事業・中小企業等支援事業・観光業支援事業・雇用対策事業・農商工連携就農機会創出事業～
財源区分：単独

16

新型コロナウイルス感染症の影響により業況が悪化している事業者等を対象に、オール郡山での協力体制
のもと、雇用の維持、事業継続のための個別対応型・課題解決型の各種支援施策を強力に推進します。

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

1.中小企業融資制度事業 １億6,275万円

3.事業継続応援家賃等補助金 ２億9,979万円

2.宿泊・飲食業等応援ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ事業 1,900万円

6.テイクアウト事業等開始応援補助金 1,300万円

4.テレワーク導入支援補助金 4,500万円

5.テレワーク滞在支援補助金 480万円

7.経営相談ハンズオン支援補助金 200万円

8.雇用調整助成金への上乗せ助成 ２億5,900万円

「緊急支援フェーズ」

収
束
後
の
反
転
攻
勢
に
向
け
た
需
要
喚
起
と
社
会
変
革

Ｖ字回復
フェーズ

9.雇用調整助成金申請手数料の補助 5,858万円

資
金
調
達
支
援

パ
ッ
ケ
ー
ジ

経
営
体
質
強
化
支
援

パ
ッ
ケ
ー
ジ

新

10.農商工連携就農機会創出事業 12万円



17（産業政策課）

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

資金調達支援パッケージ

対 象 売上減少
国の支援内容

保証料 利子

個人事業主 ▲５％以上 ゼロ 無利子(３年)

中小・小規
模事業者

▲15％以上 ゼロ 無利子(３年)

▲５％以上 1/2

中小企業等支援事業の一部 ３億1,879万円新

3.事業継続応援家賃等補助金 ２億9,979万円
～テナント及びオーナー双方の事業継続を支援～

休業中のテナント及びオーナー双方の事業継続を支援するた
め、R2.3.31付け国土交通省の「テナント賃料の支払いについ
ての柔軟な措置の要請」等に基づき、家賃を減免した不動産事
業者等に対し補助を行います。

●対象者 休業している事業者に対し家賃等を減免
又は猶予した不動産事業者・所有者

●補助内容
①減免した場合 家賃等減免額の５分の４

１事業所 上限10万円/月（最長３か月）
②猶予した場合 １事業所 １万円

クラウドファンディングを活用し、売上減少事業者の資金調
達と将来の売上増を支援します。

2.宿泊・飲食業等応援ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ事業 1,900万円
～事業者を応援する市民等の協力～

●対象者 主に宿泊・飲食・サービス業等の事業者

●補助内容
①事業者が資金提供者に発行するプレミアム付き商品券等の

プレミアム率（10％分）
②事業者がｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ運営会社に支払う手数料等

●補助上限 単独事業者 50万円、商工団体・ホテル等 100万円

中小企業融資制度事業 １億6,275万円拡

国の資金繰り支援による県の融資制度にかかる信用保
証料の上乗せ補助、利子補給を行います。

1.中小企業融資制度事業 １億6,275万円
～金融機関と連携した事業者の資金繰り支援～

【国の資金繰り支援制度】

信用保証料1/2、利子（３年）の自己負担分を補助

●対象者
売上5％以上減の中小・小規模事業者

●補助内容
・融資上限額：3,000万円

（利息1.5％以内）
・保 証 料：1/2補助（国1/2）
・利子補給：当初３年分

※国・県支援メニューの追加等により変更となる場合があります。



18

飲食店等を営む事業者が、新たな需要への対応等のため、
テイクアウトやデリバリー事業等へ参入するなど経営改革
に向けた取組みを支援します。

（産業政策課・観光課）

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

6.テイクアウト事業等開始応援補助金 1,300万円
～今を乗りきる新分野開拓の応援～

経営体質強化支援パッケージ

中小企業等支援事業の一部、観光業支援事業 6,480万円新

4.テレワーク導入支援補助金 4,500万円
～企業のＤＸ化を支援～

市内のホテル等による市民及び市内在勤者を対象としたテ
レワークプラン等のサービス提供に対し、補助を行い、テレ
ワーク環境の整備と感染拡大防止、さらにはホテル等の活用
促進を図ります。

テレワーク用通信機器の新規導入を行うため、国が実施する
「働き方改革推進支援助成金(補助率：1/2)」を活用する事業
者へ導入費用の上乗せ補助を行います。

●補助内容
・対象経費 テレワーク用通信機器の導入費等
・補助額等 対象経費の６分の１（上限15万円）

5.テレワーク滞在支援補助金 480万円
～感染拡大防止と働き方改革の具現化～

●対象者 テレワークプランを有する市内ホテル等

●補助内容
・補助対象 市民又は市内在勤者の

テレワーク利用
・補助額 １回（１日１室）の利用

に対して最大2,000円
・実施期間 ３か月間程度

●対象者
テイクアウト事業等に参入する事業者等

●補助内容
・補助対象 事業参入にかかる初期費用
・補助額 １店舗のみ営業する事業者 上限10万円

複数店舗を営業する事業者 上限20万円

国・県・市等の各種支援制度をプッシュ型で事業者に
周知し、制度の利用を促進します。

7.経営相談ハンズオン支援補助金 200万円
～専門家による事業者の経営再建の後押し～

●対象者等 市内の商工会議所・商工会が実施する
中小企業等への経営相談等

●補助内容
・補助対象 社会保険労務士による

相談業務にかかる費用
・補助額 社会保険労務士対応

１回（1時間程度）当たり１万円

※国・県支援メニューの追加等により変更となる場合があります。



Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

19

雇用調整助成金申請に係る事務委託手数料を補助します。

（雇用政策課）

9.雇用調整助成金の申請手数料の補助 5,858万円

経営体質強化支援パッケージ

雇用調整助成金の上乗せ助成及び申請手数料の補助 ３億1,758万円新

8.雇用調整助成金の上乗せ助成 ２億5,900万円

●助成額

●助成額 事務委託手数料の２分の１
※１事業者あたり年10万円を限度とする。

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける労働者の雇用を維持するため、郡山市内の中小企
業の雇用継続を支援します。

国助成率の区分 市助成金の額

５分の４（80％）の場合 国支給決定金額に４分の1（20％）を乗じた額

10分の９（90％）の場合 国支給決定金額に９分の1（10％）を乗じた額

国から企業へ支給される雇用調整助成金に、市が独自に上乗せ助成します。

●対象者
（1）郡山市に事業所がある中小企業者又は個人事業主であること。
（2）国の雇用調整助成金で、福島労働局の支給決定を受けていること。
（3）郡山市税の滞納がないこと。

※緊急対応期間（4月1日から6月30日まで）の特例措置。
※１事業者あたり年100万円を限度とする 。

※国・県支援メニューの追加等により変更となる場合があります。



〇農・商・工・福祉事業者、
学生等による活動・事例
発表会

〇農商工連携等にかかる意
見交換会 等

農商工連携就農機会創出事業

目 標

就労機会の確保
農業技術の習得
地元食材の発見

労働力の確保
新規販売先の確保

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

20（園芸畜産振興課）

経営体質強化支援パッケージ

農商工連携就農機会創出事業 12万円新

新型コロナウイルス感染症の影響により、休業や就業機会が減少している商工業と慢性的に
労働力が不足している農業のマッチングを目指す緊急連絡会を開催します。

団体 メンバー（案）

学 術 大学

農 業 ＪＡ・指導農業士会

商 業 郡山商工会議所

郡山飲食業組合

美味しい街づくり推
進協議会

観光物産振興協会

工 業 中央工業団地会

西部第二工業団地
団地会

国・県 東北農政局、福島県

（仮称）農商工連携緊急就農対策連絡会の設置

◆検討会の開催（3回／5月・7月・8月）

※5月はweb、SNS、書面等により開催し、課題を把握

農商工連携就農機会創出事業

課 題

商工業 農業

営業自粛による
仕入れ困難
就業機会の減少

飲食店販路減少
担い手不足
従事者の高齢化

【連絡会の構成（案）】

～マッチングによる関係性の構築～

【既存事業】
農商工連携推進事業

当初予算：20万円

【令和元年度意見交換会の様子】

既存事業との
連携
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Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

②中小企業融資制度事業
県制度融資の利用事業者への助成

※保証料補助1/2・利子補給３年

④事業継続応援家賃等補助金

③宿泊・飲食業等応援
クラウドファンディング事業

⑦テイクアウト事業等開始応援補助金

⑤テレワーク導入支援補助金

⑥テレワーク滞在支援補助金

経
営
相
談
ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
補
助
金

⑨雇用調整助成金 申請手数料補助

①売上高等減少対策資金融資
（1,000万円以内 保証料ゼロ）
※既存事業（Ｒ2.4.1～）

日本公庫
①新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策マル経

（1,000万円以内）
②新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症特別貸付

（３億円以内）
③生活衛生新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症特別貸付

（6,000万円以内）
④新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策衛経

（1,000万円以内）
⑤衛生環境激変対策特別貸付

（1,000万円以内）

⑥特別定額給付金 （10万円/人）

⑦持続化給付金
個人事業者等:100万円以内
法人 :200万円以内

⑨雇用調整助成金
（＠8,330円/日×従業員数）

①新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策特別資金
（8,000万円以内）

《市中金融機関》

②民間金融機関を通じた資金繰
り支援（3,000万円以内）
※保証料ゼロ、無利子３年
※ただし、売上5％以上15％未
満減の場合、保証料1/2・
利子が自己負担

⑧働き方改革推進支援助成金
コロナ対策テレワークコース
（補助率1/2 100万円以内）

③福島県新型コロナウイルス
感染症拡大防止協力金
協力金支給事業者一律10万円
事業所加算（１か所）10万円
事業所加算（複数） 10万円

※自主休業・時短営業の飲食
店・旅館等にも給付

⑩雇用への影響に対応した就農機会創出

「緊急支援フェーズ」に基づく 国・県・市 の中小企業等支援策

⑧雇用調整助成金への上乗せ助成

《国》
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Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

②中小企業融資制度事業
県制度融資の利用事業者への助成

※保証料補助1/2・利子補給３年

④事業継続応援家賃等補助金

③宿泊・飲食業等応援
クラウドファンディング事業

⑦テイクアウト事業等開始応援補助金

⑤テレワーク導入支援補助金

⑥テレワーク滞在支援補助金

経
営
相
談
ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
補
助
金

⑨雇用調整助成金 申請手数料補助

①売上高等減少対策資金融資
（1,000万円以内 保証料ゼロ）
※既存事業（Ｒ2.4.1～）

日本公庫
①新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策マル経

（1,000万円以内）

⑥特別定額給付金 （10万円/人）

⑦持続化給付金
個人事業者等:100万円以内
法人 :200万円以内

⑨雇用調整助成金
（＠8,330円/日×従業員数）

①新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策特別資金
（8,000万円以内）

《市中金融機関》

②民間金融機関を通じた資金繰
り支援（3,000万円以内）
※保証料ゼロ、無利子３年
※ただし、売上5％以上15％未
満減の場合、保証料1/2・
利子が自己負担

⑧働き方改革推進支援助成金
コロナ対策テレワークコース
（補助率1/2 100万円以内）

③福島県新型コロナウイルス
感染症拡大防止協力金
協力金支給事業者一律10万円
事業所加算（１か所）10万円
事業所加算（複数） 10万円

※自主休業・時短営業の飲食
店・旅館等にも給付

⑩雇用への影響に対応した就農機会創出

各支援制度の活用モデルケース①

⑧雇用調整助成金への上乗せ助成

《国》

②新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症特別貸付
（３億円以内）

③生活衛生新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症特別貸付
（6,000万円以内）

④新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策衛経
（1,000万円以内）

⑤衛生環境激変対策特別貸付
（1,000万円以内）

小規模事業者で1,000万円の資金を必要とする場合《色塗りの制度が利用可能》
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Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

②中小企業融資制度事業
県制度融資の利用事業者への助成

※保証料補助1/2・利子補給３年

④事業継続応援家賃等補助金

③宿泊・飲食業等応援
クラウドファンディング事業

⑦テイクアウト事業等開始応援補助金

⑤テレワーク導入支援補助金

⑥テレワーク滞在支援補助金

経
営
相
談
ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
補
助
金

⑨雇用調整助成金 申請手数料補助

①売上高等減少対策資金融資
（1,000万円以内 保証料ゼロ）
※既存事業（Ｒ2.4.1～）

日本公庫

⑥特別定額給付金 （10万円/人）

⑦持続化給付金
個人事業者等:100万円以内
法人 :200万円以内

⑨雇用調整助成金
（＠8,330円/日×従業員数）

①新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策特別資金
（8,000万円以内）

《市中金融機関》

②民間金融機関を通じた資金繰
り支援（3,000万円以内）
※保証料ゼロ、無利子３年
※ただし、売上5％以上15％未
満減の場合、保証料1/2・
利子が自己負担

⑧働き方改革推進支援助成金
コロナ対策テレワークコース
（補助率1/2 100万円以内）

③福島県新型コロナウイルス
感染症拡大防止協力金
協力金支給事業者一律10万円
事業所加算（１か所）10万円
事業所加算（複数） 10万円

※自主休業・時短営業の飲食
店・旅館等にも給付

⑩雇用への影響に対応した就農機会創出

⑧雇用調整助成金への上乗せ助成

《国》

③生活衛生新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症特別貸付
（6,000万円以内）

④新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策衛経
（1,000万円以内）

⑤衛生環境激変対策特別貸付
（1,000万円以内）

①新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策マル経
（1,000万円以内）

②新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症特別貸付
（３億円以内）

各支援制度の活用モデルケース②
中小企業で１億円の資金を必要とする場合《色塗りの制度が利用可能》


